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介護分野の検討課題

1 社会保障 。税一体改革成案

/t懸石  響ヽ
24年度の予算編成過程
において検討すべき課題

○介護職員の処遇改善問題
・介護職             期ヾ限・在宅介護の充実

・ケアマネジメントの機
能強化
・施設のユニット化

(2,500億円程度 )

・マンパワー増強
(2,400億円程度)

・1号保険料の低所得
者保険料軽減強化

(～ 1,300億円)

・介護予防・重度化予
防
・介護施設の重点化
(在宅への移行 )

(▲ 1,800億円程度 )

・介護納付金の総報酬
導入
(完全実施で▲1,600億円)
・重度化予防に効果の
ある給付への重点化

※数字は2015年の公費 /
メ′

介護報酬での対応
→介護報酬+2%分

交付金での対応
→3年分 6′000億円

○費用負担の能力に応じた負担の公平化

(国費                    o億 円 )

・ 財源をどう確保するか
→ 介護納付金の総報酬割の導入
→ 給付の重点化(利用者負担の引上げ等)

○平成24年度介護報酬改定

・介護報酬改定率
口各サービスの報酬改定
・地域差の是正



介護職員の処遇改善

処遇改善交付金の現状

■ 制度

―平成21年度補正予算で基金を
創設し、事業者に交付

■ 効果

―平均給与額1.5万円増加

一介護労働者の需給逼迫状況は
改善

―給与引上げの態様

■ 財源の確保策
①交付金継続の場合
3年分6000億円(1年 1900億円)
②報酬組入れの場合

報酬2%分 =国費500億円

一介護納付金総報酬制導入

―給付の重点化 (利用者負担の引上げ等)

関係者の意見

A.交付金継続 (市町村、事業者団体の一部、労働組
合)
B.報酬組入れ、2%アップ (事業者団体 )
C.事業者の自助努力 (財界、医療保険者 )
※事業者の経営は改善
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介護納付金への総報酬割導入
・現行の頭割り負担が、報酬額に比例した応能負担になる。
・協会けんぼに投入されている国庫補助が不要になり、介護サービスの充実に充当できる。

第5期 (平成24～ 26年度)平均 (見込額)

健保組合

(労使含めて
の月額)

共済組合

協会けんぼ

(労使含めて
の月額)
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雄○ なお、健保組合内で見ると、負担額の変化は負担能
が減少する組合も存在。

による実際の

○ 中小企業の従業員等が加入する協会けんぼの費用負担能力を考慮
し、介護納付金の164%分が国庫補助されている。

○ 負担能力に応じた負担になることにより、この国庫補助が不要に
完全導入の場合:▲ 1,300億円

:▲430億円   (第 5期平均の見込額)
よつて異なり、多くの組合で負担が増加するが、負担
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高齢者の保険料 (第 1号保険料)の低所得者対策強化
【現行】低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況等に応じて段階別に設定され
ている。(標準は6段階)

【見直し】低所得の被保険者で資産等の状況からさらに負担能力が低いと認められる者の保険料について、公費を投入する
ことにより負担を軽減。

第 1号被保険者数 :28,848,463人 (平成21年度末現在 )

(保険料

基準額 X)
15

市町村民税本人非課税 市町村民税本人課税

1125

一一‐‐‐
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1下げる効果がある。

1誉猾
対象と程度

月5,000円程度

(第 5期の全国平均額見込み)

[信躙 讐「Ю
ついて、およそ3割程度引き l

第5段階

市町村民税課税かつ

基準所得金額200万
円未満

第6段階

第6段階

市町村民税課税かつ

基準所得金額200万 円
以上

第1段階

生活保護被保護者、
世帯全員が市町村
民税非課税の老齢
福祉年金受給者等

第2段階

世帯全員が市町村
民税非課税

かつ本人年金収入
80万円以下等

第3段階

世帯全員が市町村民
税非課税

かつ本人年金収入80
万円超等

第4段階

本人が市町村
民税非課税
(世帯に課税者がい
る)

′
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昨年介護保険部会で議論した給付に関する制度見直しの論点

・ 要支援者の利用者負担

・ ケアマネジメンHこ係る利用者負担

・ 一定以上所得者の利用者負担

・ 多床室における室料負担

・ 補足給付における資産等の勘案

※ 他に、施設対応を中重度者中心にしていく観点からの見直しについて検討。
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社会保障・税一体改革が目指す介護の全体像
～高齢者の尊厳の保持と自立支援を支える介護～

O支 援を必要とする人の立場に立った、包括的な支援体制を構築し、また、地域で尊厳を持って生きられるよう、それを支える
制度の持続可能性・安定性の確保及び介護人材の確保と資質の向上を図る。

(  施設サービス  )(    居住系サービス
    )

○特養
・地域における在宅拠点機
能の重視
・集団ケアから個別ケアヘ

O老健施設の在宅復帰
機能の強化

O医療ニーズヘの適切
な対応

認知症アセスメントに基づ〈ケ
アマネジメントの導入

こリハビリテーションの実施

・自立支援型ケアマネジメントの効果的な展開
・軽度者に対する機能訓練の重点実施・重度化予防

化や地域におけ

他制度・多職種のチームケアの推進
(地域医療・介護連携 )

・小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複合型
サービスを提供
・市町村レベルの在宅医療の計画的整備

BPSDに対応できる       地域の実情に応じた認知症ケアパスの作
市民後見人の育成など権利擁護認知症ケアモデル構築               成

包括的・継続的ケアマネジメントの提供
(地域包括支援センターの機能強化)

( 
サ
TI喬[供
の
)

地域における生活の腱
鶴
・自己決定
・多様な住まい方

介護予防
・菫魔化予防

医療と介護の
連携の強化

認知塵対応
の推避

O高齢者の住まいの整備
・サービス付き高齢者住宅

(高齢者人回の3～ 5%)

地域による認知症者支援ネットワークの

推進

スの強化

(      在宅サービス      )

:軋m2MI量

割度の持続可能性.安定性の確保 介護人材の確保と資質の向上
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社会保障・税一体改革が目指す医療・介護のサービス提供体制
～在宅介護サービス、居住系サービス、介護施設の利用者数の見込み～

○ 現状の年齢階級別のサービス利用状況が続いたと仮定した場合 (現状投影シナリオ)に比べ、改革シナリ
では在宅・居住系サービス

20111暮層質

利用者数         426万 人

在宅介護

うち小規模多機能
うち定期巡回・

随時対応型サービス

304万人分

5万人分

居住系サービス

特定施設
グループホーム

31万人分

15万人分
16万人分

介護施設

特養

老健 (+介護療養)

92万人分

48万人分
(うちユニット12万人(26%))

44万人分
(うちユニット2万人 (4%))

―

―

―

―

―

―

―

―

１

１

１

１

１

１

１

１
ぃ

647万人 (1.5倍 )

20254「月艶

434万人分 (1.4倍 )

8万人分 (1.6倍 )

52万人分 (1.7倍 )

25万人分 (1.6倍 )
27万人分 (1,7倍 )

161万人分 (1.8倍 )

86万人分 (1.8倍 )
(うちユニット22万人分(26%))

75万人 分 (1.7倍 )
(うちユニット4万人分(5%))

PL3万人がら224

2025年度
シナリオ′1ターン1

641万人 (1.5倍 )
介護予防・重度化予防により全体として3%減
入院の減少(介饉への移行):14万人増

449万人分 (1.5倍 )

40万人分 (8。 1倍 )

15万人分 (― )

61万人分 (2.0倍 )

24万人分 (1.6倍 )
37万人分 (2.3倍 )

131万人分 (1.4倍 )

72万人分 (1.5倍 )
(うちユニット51万人分(70%))
59万人分 (1.3倍 )

(うちユニット29万人部(50%)
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税・社会保障の負担が増加する中で、低所得者の負担軽減により所得再分配機能を強化
社会保険制度の持続性・安定性の確保

制度横断的な自己負担軽減策の導入

所要額 (公費)
2015年以降

～0,4兆円程度

総合含算制度の導入 ～番号制度を活用した低所得者の自己負担軽減～

充  実
‐
低所得者の家計に過重な負担をかけない」観点から、制度単位ではなく家計全体を
―タルに捉えて、医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に上限を設定
基礎的な消費支出等を踏まえ、負担上限を年収の一定割合とするなど、低所得者に
してきめ細かく設定
D5年以降の「社会保障・税に関わる番号制度」等の情報連携基盤の整備が前提

<現状>

○ 貯蓄も少ない低所得者が失
業したり病気にかかったりす
ると、生活保護に至る手前で

受け止められるセーフティ
ネットが不十分

○ 各社会保障制度で個別に

低所得者対策が講じられてい

るが、累次の改正により複雑
化し、国民には全体像が分か
りにくい

固
目
園
闇
閣
園
目
闇
□

一‐‐‐‐‐‐‐，ｊ一‐‐‐一一一一̈一̈一一一一一̈̈「̈̈一一̈̈一

耐̈ 介護 医療・障害・保育
サービス提供事業者

支払機関

総合合算制度
のための資金

.糸合
`寸

の支払い

総合合算糸舒寸青
(仮称)の請求

1総合合算給付費
(仮称)の支払い 

‐

サービス
利用者負10
上限額まで
の窓口負担
翅 ムい

齢
　
一・入　・妻
¨

負 le眼 底   総合合●
保■    ●担計    年収   ■収 *■■%  綸● ●

〈仮置き〉  (仮 Ⅲ )

(Fle害者自立支詢
●OF十寸

(保育 新システム)
市●.・村



市町村国保の財政基盤の強化・

財政運営の都道府県単位化

(参考資料 )



市町村国保の被保険者 (75歳未満)の年齢構成の推移

被保険者数全体に占める、65歳から74歳までの割合が次第に増加し、平成21年度には31.4%と
なっている。

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

160% 〆

ヽ
221% 259%ζ 273%

|  ´

:41 1%
|

201%

409% ,

1 366%

―]

384%

191% 204% 214% 198%

228% 180% 152% 13.7% 12.3%

平成ぇ年度     平成6年度     平成11年度    平成16年度    平成21年度
国65歳～74歳   口40歳～64歳   □20歳～39歳   □0歳～19歳

(資料)厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
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世帯の所得階層別割合の推移
平成21年度において、加入世帯の22.8%が所得なし、23.9%力ヽ円以上100万円未満世帯であり、低所得世帯
の割合が次第に増加している。
※「所得なし」世帯の収入は、給与収入世帯で98万円以下、年金収入世帯で153万円以下。

平成2年度
(1990年度 )

平成7年度
(1995年度)

平成12年度
(2000年度 )

平成17年度
(2005年度)

平成19年度
(2007年度)

平成20年度

(2008年度 )

平成21年度
(2009年度)

■所得なし □0円以上100万円未満 口100万円以上200万円未満 ●200万円以上500万円未満 □500万円以上

(注 1)国民健康保険実態調査報告による。
(注2)擬制世帯主、所得不群は除いて集計している。
(注 3)平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設され、対象世帯が異なっていることに留意が必要。
(注4)ここでいう所得とは「旧ただし書き方式Jにより算定された所得総額 (基礎控

崎
前)である。



市町村国保の保険料 (税)の収納率 (現年度分)の推移

平成21年度の保険料(税)の収納率は、平成20年度以降の景気低迷を受け、88.01%と過去最低と
なっている。

(%)
100

保険料(税)収納率(現年度分)の推移 (市町村国保)

昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 昭 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平 平
和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 和 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成 成
363738394041 42434445464748495051 52535455565758596061 6263テ t 2 3 4 5 6  7 8 9 10 11 12 13 1415 16 17 18192021
年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年
度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 産 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度

(出所)国民健康保険事業年報 (保険局調査課)、 国民健康保険事業実施状況報告書 (保険局国民健康保険課 )
(注 1)収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。(小数点第2位未満四捨五入)
(注2)平成12年度以降の調定額等は、介腹納付金を含んでいる。
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保険者規模別構成割合の推移

平成22年 9月 末時点で、1,723保険者中417保険者が被保険者数3,000人未満の小規模保険者。

3270保険者 3230保険者 3091保険者 1833保 険者
  |

1798保険者 1723保険者
100%

9000

8001

70%

60%

5幌

401b

30%

2銚

1011

銚

平成14年

口加入者数 1万人以上 0加入者数5000人以上 1万人未満 口加入者数3000人以上5000人未満 ●加入者数1000人 以上3000人未満 ●加入者数1000人未満

(出所):「国民健康保険実態調査」
(注 )平成20年度に後期高齢者医療制度が創設され、被保険者数が減少していることに留意が必要。
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月
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n
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=●
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小
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嗜小国町     232841
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口晨町      249,37
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25僣

都道府
医療,の書きの黙滉 (平成21年度)都道府県B11人 当たり

4曖●欧

21Xl:∞

全国平均
289 885円

県別1人当たり医療費の格差の状況
1人 当た り医療費 の地域格 差 (平成 21年度 )

① l人 当たり医療費の格差

② l人 当たり医療費の分布

万 円

54

52

50

48

46

“
42

40

38

06

34

32

30

28

26

24

22

20

18

:6

14

:2

(I 
略

 1)549,175円 広  島  県    351.815円

沖 縄 県   240,938円

壽 ∬
2

―

□ 162
45

日ヨ‰3

壼 F「
_コ 83

ジ
。ド
。(注 )0～ 2月 診 療 ペース である。

(注)0～ 2月摯彙ベースである。



都道府県内における1人当たり所得の格差 (平成21年度 )

1人当たり所得の全国平均  63.8万円
平均所得(万円)

高 低
格差

(万円) (万円)
道海

森

手

城

北

青

岩

宮

４

　
３

４

３

５

　
４

　
４

５

町

市

町

町

鯉
駅
鰍
嫌

1755

706

591

1172

赤平市

鶴田町

遠野市

涌谷町

０

　
２

　
５

　
５

０

　
０

　
５

　
８

５

　
２

　
１

　
３

仏 国 4じ 0

^誦
側 Zlυ ′ 4｀収口J

ul形

福島

茨城

栃木

群馬
埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

Ⅲ
価
剛
剛
剛
川
蘭
螂
昭
珈

出形市
矢吹町

守谷市

宇都宮市
昭和村
和光市

浦安市

港区

伊勢原市

津南町

583

791

840

834
1056

932

1096

2107

1205

606

4｀日町

昭和村
北茨城市
茂木町
上野村

皆野町

九十九里町

奥多摩町

山北町

阿賀町

鋼
蜘
佃
側
爛
側
側
師
躙
鰤

24

８

　
５

　
０

１

　
２

２

23

21

040 水見 雨

酬
研
岬
閣
鮮
綱
蜘
ヨ

田

蘭

田

“

”

＝

“

“

野 市々町

越前町

山中湖村
軽井沢町

白川村

長泉町
―色町

朝日町

■

５

０

５

５

０

■

６

８

　
５

　
３

　
３

８

　
４

　
２

　
６

中能登町

大野市
丹波山村
大鹿村

富加町

南伊豆町

豊根村
御浜町
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456

353

513

487

542

414

６

４

１

，

３

■

８

１

１

　
１

　
２

　
２

　
２

　
１

　
２

　
２

(注 1)厚生労働省保険局「平成22年度国民健康保険実態調査」(保険者票)における平成21年所得である。
(注2)ここでいう「所得」とは、旧ただし書所得 (総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と
区分して計算される所得の金額から基礎控除を除いた金額)である。

平均所得(万円)
音
同
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k万円) (万円)
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Ｗ
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保険料 (税 )調定額の県内・県間格差
謳道府県別 1人 当たり保険● (■ )口 tuの
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〈注)1保険,(色 )口走●には介饉紳付奎分を含んでいない。
2崚保曖を重は3～ 2月 の年度平均を用いて,夕 している. (※ )平成21年度 国民健康保険事業年報を基に作成

7

― ● ‐各都道府県の

平均保険料 (税 )

・  各保険者の
保険料 (税 )



保険基盤安定制度の概要

0保険料軽減分
保険料軽減 (応益分の7割、5割、2割 )の対象となった被保険者の保険料のうち、軽減相当額を公費で補てん。
※ 対象者 (平成22年度実績)       7割 軽減 770万人(22896)、 5割軽減 230万人(68%)、 2割軽減 372万人(110%)
対象者の収入(3人世帯、給与収入の場合)    98万 円以下       147万 円以下       223万 円以下
(注 )対象者のうち、7割軽減には6割軽減対象者を、5割軽減には4割軽減対象者を含む。

0保険者支援分
中間所得者層を中心に保険料負担を軽減するため、保険料軽減の対象となつた一般被保険者数に応じて、平均保険料の
一定割合を公費で補てん。

保険料額
(国 1/2、 都道府県1/4、 市町村1/4)
950億円(23年度予算)

当該市町村の平均
保険料の1/2以内

(都道府県3/4、 市町村1/4)
3,820億円(23年度予算)

´
~~~

応能分 (約50%)
中間所得者層の

保険料負担を軽減

了割軽減

応益分 (約50%)

公費補てん



国保財政基盤強化策 (暫定措置)の延長 (平成22年度～)

市町村国保の財政運営については、今後とも、厳しい状況が続くものと見込まれることから、平成22年度
から平成25年度までの4年間、下記のとおり、財政基盤強化策を継続実施する。
なお、新たな高齢者医療制度の検討に合わせて、必要に応じ、途中年度でも、財政基盤強化策の見直しを

行う。

1 高額医療費共同事業の継続
0 1人 1か月80万円を超える医療費について、各市町村国保の拠出により、負担を共有
(負担区分)市町村国保 1/2、 都道府県 1/4、 国 1/4
2 保険財政共同安定化事業の見直し (都道府県の役割と権限の強化)
0 1人 1か月30万円を超える医療費について、各市町村国保の拠出により、負担を共有
○ 保険料平準化や国保財政の広域化等の観点から、都道府県が次の内容について「広域化等支
援方針」で定めることができるようにする。
・事業の対象となる医療費の範囲の拡大 (30万円以下でも可)
・市町村国保からの拠出金の拠出方法の基準

3 保険者支援制度の継続
○ 低所得者を多<抱える保険者を財政的に支援
(負担区分)国 1/2、 都道府県 1/4、 市町村 1/4

(参考)国 保財政安定化支援事業の継続
○ 市町村の一般会計から国保特会への繰入れを地方財政措置で支援 (1,○ ○〇億円程度)



国保財政基盤強化策の経緯

前々回の暫定措置

(4年間 )
前回の暫定措置

(4年間 )
今回の暫定措置

(4年間 )
25年度
まで

高額医療費
共同事業

保険財政共同
安定化事業

保険者支援
制度

財政安定化
支援事業

14年度  15年度  16年度  17年度  18年度  19年度  20年度  21年度  22年度

:X昭和63年度から補助

※平成4年度から地方財政措重開始  〉

※平成18年度に創設

※平成15年度に創設



国保財政基盤強化策の概要 (平成22年度～)

保険者の責に帰さない
所得水準、病床数等に着目
市町村への地方財政措置

1,000億円程度

(白抜き太字)4年間の暫定措置 (22～ 25年度 )

国保財政のイメージ
医療給付費等総額 :約 10兆3,100億円(22年度予算)

法定外一般会計繰入(決算補壇目的等)
約3,100億円(21年度決算)

調整交付金

(9%)
7.100億円

定率国庫負担

(3496)

24,800億円

前期高齢者
交付金

28,000億円

都道府県調整交付金

5,100億円 (7%)

高額な医療費に関する
都道府県単位の互助事業

(実施主体)各都道府県国保連合会

80万円超の1/2に公費
都道府県(1/4)国 (1/4) (国費131,

保険料
(31,600億円 )

『
姉覇

80万円超の部分
2,600億 円

1件30万円超の
レセプト

財源を
共同でプール

80万円以下の部分

保険料軽減対象者数に応じて補助

保険料額小     才       (国費383億円)

応能分 (約 50%

応益分 (約 50%)



財政安定化支援事業 (地方交付税措置)
市町村国保財政の安定化、保険料(税 )負担の平準化等に資するため、市町村一般会計から市町村国保特別会計への繰入れに

ついて地方財政措置するもの。具体的には、ア.保険料負担能力、イ 過剰病床、ウ.年齢構成差を勘案して算定された対象経費

に相当する額を基準財政需要額に算入。

(措置額の推移)平成4年度 約1000億円、平成5～ 12年度 約1250億円、平成13～ 21年度 約1000億円
※ 市町村では、これ以外に、決算補填等のため、3100億程度の繰入れをしている状況。(平成21年度)

市町村一般会計 市町村国保特別会計

国庫負担

↑

↓

|｀

IИ

刊
＼

/② ＼

サ

保
険
料

都道府県負担

法定外繰入れ
3100億 円※

▲
＝

「標準的な保険者」に比べ

③高齢者 (60～ 74歳)の害」含
が高いことによる給付費の増

②病床数が多いことによる
給付費の増

①所得水準が低いことによる
保険料の減

「標準的な保険者」の場合

1000億 円

地方財政措置

※ 決算補填等の目的の額



市町村国保における1件当たり医療費階層別の医療費総額

レセプト1件当たり医療費階層
(入院は食事等を含む)

30万円以上

20～30万円

10～ 20万円

～ 10万円

出所 :「平成21年度 医療給付実態調査」 (厚生労働省)
※ 市町村国保(退職を除く)における、入院、食事 。生活療養、

9兆 7′ 700億円 (100.0%)

3ツ

`8′

900億円  (39.80/0)

3.200櫃百円  (3.20/0)

4′ 200イ憲円 (4.3%)

5兆 1′400億円 (52,7%)

入院外、歯科、

13

3ツ

`8′

9001憲円
39,8%(30万円以上 )

5ツЬ8′800億円
60.2%(30万円未満 )

調剤に係る医療質の総額 (平成21年度実績ベース)。


